
障がい福祉施策に関するアンケート調査について

障害者基本法に基づく「障がい者計画」、障害者総合支援法に基づく「障がい福祉計画」、児童福祉

法に基づく「障がい児福祉計画」を策定するにあたり、新潟市における障がいのある人の実態やニー

ズを把握するためにアンケート調査を実施。

＜調査の基本概要＞

 ① 障がい者手帳所持者等を対象としたアンケート（調査期間：令和 2年 8月 7日～8月 28日）

種別 母数 対象者 備考

身体 29,130人 2,913人
身体障がい者手帳所持者から無作為抽出【母数の

1割】

知的 5,707人 570人
療育手帳所持者から無作為抽出【母数の 1割】

精神 7,454人 745人
精神障がい者保健福祉手帳所持者から無作為抽

出【母数の 1割】

発達 1,271人 127人
JOIN※の令和元年度利用者から無作為抽出【母
数の 1割】

難病 6,111人 611人
特定疾患医療受給者証交付者から無作為抽出【母

数の 1割】

合計 49,673人 4,966人

  ※JOIN … 新潟市発達障がい支援センター
  ≪参考：過去のアンケート有効回収率≫

平成 23年度 62.0％  平成 26年度 54.4％  平成 29年度 54.2％

② 市内の特別支援学校・特別支援学級等に在籍している児童・生徒等を対象としたアンケート

種別 母数 対象者 備考

特別支援学級
小学校 1,494人 195人 総児童・生徒数から無作為抽出【母

数の 1～1.5割】
＜調査期間＞

令和 2年 7月 20日～7月 31日

中学校 567人 96人

通級指導教室
小学校 438人 50人

中学校 46人 5人

市立特別支援学校
小学校 147人 16人

中学校 90人 11人

児童発達支援センター（こころん）

はまぐみ小児療育センター
762人 85人

利用未就学児から無作為抽出【母

数の 1～1.5割】
＜調査期間＞

令和 2年 7月 31日～8月 31日

合計 3,544人 458人

資料５


